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要 　旨

本論文の目的は，自然独占部門と戦略的投資が行われる競争部門が垂直分離された産

業における接続料金規制の厚生効果を分析することにある．財を供給するためには不可

欠設備を利用しなければならない．不可欠設備は自然独占性を有するため，競争部門の

企業が不可欠設備を利用するときに支払う接続料金は規制されている．競争部門の企業

間には費用格差があり，相対的に非効率な企業はこの費用格差を縮小するために戦略的

に投資を行う．規制当局は，接続料金規制によって生じた自然独占部門の損失を一括補

助金によって補填できる．このような産業では，投資の費用削減効果が小さいとき，不

可欠設備の利用に伴う限界費用よりも低い接続料金の下で経済厚生は最大となる．一方，

投資の費用削減効果が大きいとき，競争部門に非効率な企業が多いほど，不可欠設備の

利用に伴う限界費用よりも高い接続料金の下で経済厚生は最大となる傾向にある．
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1 はじめに

本論文の目的は，自然独占部門と戦略的投資が行われる競争部門が垂直分離された産業に

おける接続料金規制の厚生効果を調べることにある．

東北地方太平洋沖地震以降，我が国では電源構成と電力システム改革の議論が加速した．電

源構成に関しては，原子力発電所の事故を受け，現在よりも原子力発電の依存度を低下させ，

太陽光・地熱・水力・バイオマスといった再生可能エネルギーの割合を高める方向で議論が進

んでいる．再生可能エネルギーは導入や発電のコストが高いため，その導入拡大には国民負

担の増大が見込まれている．そのため，再生可能エネルギーの普及と国民負担の抑制を両立

するためには，再生可能エネルギーの普及だけでなく技術革新や費用削減を促すことも重要
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な政策課題である1．一方，電力システム改革では，①電力広域的運営推進機関を設立して地

域間の電力融通を円滑にする，②発電部門および小売部門を全面自由化する，③送配電部門

を法的に分離し中立性を確保することが決まった．送配電事業は独占のため，発電事業者が

送配電網を利用する際に支払う接続料金は規制される．接続料金の設定は，電力供給量だけ

でなく，再生可能エネルギー事業者の費用削減へのインセンティブにも影響を与えるだろう．

電力産業の送配電部門のように自然独占部門と発電部門や小売部門のように競争的な部門

が垂直的に分離されていて，競争的な部門の既存企業が参入企業よりも費用面で優れている

産業では，接続料金の引き下げには経済厚生上のトレード・オフが伴う．接続料金の引き下

げは，総供給量を拡大させるので経済厚生を増加させる効果を持つ．しかし，その一方で参

入企業の費用削減を促すことによって，相対的に生産効率の高い既存企業から低い参入企業

への生産配分のシフトが生じるため経済厚生を減少させる効果も持つ．このような産業の経

済厚生を最大化する接続料金の設定とは何か．本論文では，この問題について理論的に分析

する．

接続料金に関する研究は，これまでにも多数存在する2．理論的には，不可欠設備の接続料

金はその利用に伴う限界費用と等しく設定することが経済厚生の観点から最善である3．しか

し，Laffont and Tirole (1994) は，規制当局が次のような制約に直面するとき限界費用価格

形成原理から逸脱した接続料金を設定することが望ましいことを示した．接続料金が限界費

用と等しいとき，不可欠設備所有者は固定費用に相当する損失を被ることになる．この損失

を規制当局による一括補助金によって補填できなければ，接続料金は限界費用よりも高くし

て，競争部門の企業が不可欠設備の固定費用を負担する必要がある．また，規制当局と不可

欠設備所有者の間に費用に関して情報の非対称性が存在する場合，情報レントを付与するた

めに限界費用価格形成原理から逸脱した接続料金を設定することが望ましい．

1我が国の再生可能エネルギーの導入拡大や費用削減などの施策の詳細に関しては，経済産業省 (編)『エネル

ギー白書 2015 年版』の第 3 部第 3 章「再生可能エネルギーの導入促進～中長期的な自立化を目指して～」を参

照せよ．
2本文で紹介する研究以外にも，効率的中間財価格設定ルール (Efficient Component Pricing Rule) に関して

は，Willig (1979)，Baumol (1983), Baumol and Sidak (1994a, 1994b), Kahn and Taylor (1994), Tye (1994),
Sidak and Spulber (1997) を参照せよ. 1990 年代後半に効率的中間財価格設定ルールに代わって脚光を浴びた

全要素長期増分費用ルール (Total Element Long Run Incremental Cost) に関しては，Economides and White
(1994, 1995)，Hausman (1997) を参照せよ. 競争部門の企業間に費用格差が存在するときの垂直統合と垂直分

離の選択については，Kurakawa (2013) を参照せよ．新たな不可欠設備建設のインセンティブと接続料金の関係

については，Gans and Williams (1999), Gans (2001), Valletti (2003)，de Rus and Socorro (2014) を参照せ

よ．費用に基づく規制とプライスキャップ規制の効果の比較については，Schmalensee (1989), Clemenz (1991),
Kidokoro (2002), Ishii (2015a, 2015b) を参照せよ．

3Willig (1979)，Baumol (1983)，Baumol and Sidak (1994) は，コンテスタブル・マーケットあるいはベル

トラン競争における接続料金規制を分析し，効率的中間財価格設定ルールに従うと，最適接続料金は増分費用と

機会費用の和にすべきであると提唱した．機会費用を含めた経済学上の費用を考えると，効率的中間財価格設定

ルールは限界費用価格形成原理と一致する．
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Armstrong et al. (1994) とVickers (1995) は，クールノー寡占モデルを用いて垂直統合と

垂直分離の経済厚生に与える効果を比較し，最適接続料金の水準について次のような結果を

明らかにした．規制当局は不可欠設備の固定費用を一括補助金で補填でき，規制当局と不可

欠設備所有者の間に情報の非対称性が存在しないとき，最適接続料金が不可欠設備の利用に

伴う限界費用よりも低いか高いかは，接続料金の設定が競争部門の企業数に影響を及ぼすか

どうかに依存する．競争部門の企業数が固定されている場合，あるいは参入と退出が自由で

も需要が単位弾力的な場合，接続料金の設定は競争部門の企業数に影響を与えないので，競

争部門のマークアップ率を低下させるために最適接続料金は限界費用よりも低くなる．一方，

参入と退出が自由で需要関数が線形で表せる場合，接続料金の設定は競争部門の企業数に影

響を及ぼすため，競争部門への参入費用の重複を避けるために最適接続料金は限界費用と同

じ水準になる4．

本論文の分析は，競争部門の企業間に費用面での非対称性が存在し，ライバル企業よりも

費用面で劣る企業が費用削減投資を戦略的に行う点が先行研究と異なる．先行研究では，接

続料金の引き下げによる生産効率の悪化は参入費用の重複によって生じている．これに対し

て，本分析では費用削減投資による相対的に生産効率の高い企業から低い企業への生産配分

のシフトによって生じる．また先行研究では，参入と退出が自由な競争部門を仮定して分析

している場合が多い．参入と退出が自由な市場分析では，競争部門の企業数が内生的に決定

されるため，接続料金規制の長期的な影響を調べることができる．しかし，実際には規模の

経済が重要でなくなった部門が自由化されても参入に必要な固定費用の一部は埋没費用とな

るものがあるだろう．この場合，埋没費用の存在が事業リスクを増大させる．また，埋没費

用は退出時に回収不可能なため，市場価格が平均費用を下回り損失が発生しても，その損失

が埋没費用よりも小さければ企業は操業を続ける．このような理由により，埋没費用の存在

は参入障壁にも退出障壁にもなりうる．このため，競争部門の企業数が固定されている短期

と企業数が内生的に決定される長期の両視点から接続料金規制が経済厚生に与える影響を調

べる必要がある．本研究では，まず競争部門の企業数が固定されている場合を分析する．

本研究では，自然独占部門と競争部門が垂直的に分離された産業を考える．競争部門では，

既存企業 1社と参入企業 n社が同質財を生産する．参入企業は費用を削減するために戦略的

に投資を行うが，投資後も費用面で既存企業よりも劣る．つまり，参入企業は既存企業との

費用格差を縮小するために投資を行う．財を供給するためには，不可欠設備を利用しなけれ

ばならない．この不可欠設備は自然独占性を有しており，競争部門の企業以外の第三者によっ

4Vickers (1995) は，接続料金の設定が競争部門の企業数に影響を及ぼすとき，規制当局と不可欠設備所有者

の間に費用に関して情報の非対称性が存在するならば，最適接続料金は限界費用よりも高くなることを示してい

る．
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て所有されている．競争部門の企業が不可欠設備を利用するために支払う接続料金は規制さ

れている．規制当局と企業の行動は三段階ゲームで表現する．第一段階では，規制当局が接

続料金の水準を設定する．第二段階では，参入企業が費用削減投資量を戦略的に選択する．

第三段階では，既存企業と参入企業がクールノー型の数量競争を行う．もし接続料金規制に

よって不可欠設備所有者が損失を被ったならば，規制当局はその損失に相当する一括補助金

を所有者に付与できるとする．また，規制当局と不可欠設備所有者の間に情報の非対称性は

存在しないとする．

本論文では，このようなモデルを用いた分析によって次のような結果が示される．投資の

費用削減効果が小さいとき，不可欠設備の利用に伴う限界費用よりも低い接続料金の下で経

済厚生は最大となる．しかし，投資の費用削減効果が大きいとき，競争部門に既存企業より

も相対的に非効率な参入企業が多いほど，不可欠設備の利用に伴う限界費用よりも高い接続

料金の下で経済厚生は最大となる傾向にある．本分析の結果は，競争部門の企業数が固定さ

れている場合でも，戦略的な費用削減投資が行われるとき，最適接続料金は必ずしも限界費

用よりも低くなるとは限らないことを示している．この点は，Armstrong et al. (1994) や

Vickers (1995) とは対照的な結果である．

本論文の構成は以下の通りである．第 2節でモデルを紹介し，第 3節で均衡を特徴づける．

第 4節では接続料金の厚生効果が分析される．第 5節で本論文の結論を述べる．

2 モデル

既存企業 1社と対称的な参入企業 n社が競争している産業を考えよう．既存企業と参入企

業は同質財を生産する．財 1単位を供給するためには，不可欠設備の利用が 1回必要である．

この不可欠設備は自然独占性を有しており，既存企業や参入企業以外の第三者によって所有

されている．すなわち，この産業では競争部門と自然独占部門が垂直的に分離されている．既

存企業と参入企業は，不可欠設備を 1回利用するごとに aの接続料金を支払う．この接続料

金は規制されている．

既存企業は，x 単位の財を生産するために cIx の費用を要する．一方，参入企業 i(i =

1, 2, · · · , n)は，yi 単位の財を生産するために c (ki) yi の費用を要する．cI は既存企業の限

界費用，c (ki)は参入企業 iが ki 単位の費用削減投資を行ったときの限界費用を表している．

任意の ki ≥ 0において c (ki) > cI が成り立つと仮定する．すなわち，既存企業は参入企業よ

りも効率的に生産できる．
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仮定 1 c (ki)は 3階微分可能で，次のような性質を有する: (i) c0 (ki) < 0, limki→0 c
0 (ki) =

−∞, limki→+∞ c0 (ki) = 0; (ii) c00 (ki) > 0; (iii) c000 (ki) < 0.

市場全体の需要は，線形逆需要関数 P = A − Qで表されるとする．ただし，P は市場価

格， Qは市場全体の需要量，A > 0である．市場全体の供給量がQ = x +
Pn

i=1 yi のとき，

不可欠設備の利用にかかる総費用は C = θQ+ F となる．ただし，θは限界費用，F は固定

費用である．規制当局は θ，F，Qの水準を観察可能であると仮定する．さらに，接続料金規

制によって自然独占部門に損失が生じた場合，規制当局はその損失を補償するために一括補

助金Gを付与できると仮定する．

既存企業，参入企業 i (i = 1, 2, · · · , n)および不可欠設備所有者の利潤関数は，それぞれ

Π = {P (Q)− cm − a}x (1)

Ei = {P (Q)− c (ki)− a} yi − ki (2)

M = (a− θ)Q− F +G (3)

と表せる．経済厚生はすべての経済主体が獲得した余剰の和として定義される．すなわち，経

済厚生は

W ≡ CS +Π+
nP

i=1
Ei +M −G (4)

と表せる．ただし，CS は消費者余剰であり，

CS ≡
Z Q

0
P (v) dv − P (Q)Q (5)

によって定義される．

本モデルでは，規制当局と企業の意思決定を 3段階ゲームで定式化する．第 1段階では，規

制当局が第 2段階および第 3段階の企業行動を予測して，経済厚生を最大にするように接続

料金 aを決定する．第 2段階では，接続料金 aを所与として，参入企業 iは利潤を最大にす

るように費用削減投資量 ki を選択する．第 3段階では，既存企業と参入企業が市場でクール

ノー型の数量競争行う．

3 均衡

接続料金の選択が経済厚生に与える効果を分析する前に，本モデルの均衡の特徴を明らか

にしよう．本分析では，均衡概念としてサブゲーム完全均衡を用いて，このゲームを逆向き

5
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推論法によって解く．

3.1 均衡生産量

第 3段階では，既存企業は，接続料金 a，参入企業の投資量 k = (k1, k2, · · · , kn)，参入企

業数 nを所与として，予想した参入企業 i (i = 1, · · · , n)の生産量 yi に対して，自社の利潤を

最大にするように生産量 xを選択する．参入企業 iも a，k = (k1, k2, · · · , kn)，nを所与とし

て，予想した既存企業と参入企業 j (j 6= i)の生産量 xと yj に対して，自社の利潤を最大にす

るように生産量 yi を選択する．任意の a，k = (k1, k2, · · · , kn)，nにおける既存企業と参入

企業 iの均衡生産量は，それぞれ

x∗ (a,k, n) =
A− (n+ 1) cm +

Pn
i=1 c (ki)− a

n+ 2
(6)

y∗i (a,k, n) =
A+ cm − (n+ 1) c (ki) +

P
j 6=i c (kj)− a

n+ 2
(7)

と表せる．本モデルでは，参入企業は生産することを選択する．すなわち，任意の a，k =

(k1, k2, · · · , kn), nにおいて y∗i (a,k, n) > 0が成り立つと仮定する．

3.2 均衡投資量

第 2段階では，参入企業 iは，接続料金 aと参入企業数 nを所与として，予想した他の参

入企業の投資量 k−i = {kj (a, n)}j 6=i に対して，自社の利潤を最大にするように投資量 ki を

選択する．任意の a，k−i，nにおける参入企業 iの均衡投資量を k∗i = k∗i (a,k−i, n)で表そ

う．k∗i は

k∗i = argmax {P (Q (a, ki,k−i, n))− c (ki)− a} yi (a, ki,k−i, n)− ki

によって定義される．

本分析では，対称均衡を考える．すなわち，任意の aと nにおいて，参入企業は対称的な

投資量 k = k (a, n)と生産量

y∗ (a, k, n) =
A+ cm − 2c (k)− a

n+ 2

6
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を選択する．参入企業 iが選択する最適投資量の 1階条件は

Φ∗ (a, k, n) ≡ −2 (n+ 1)
n+ 2

y∗ (a, k, n) c0 (k) = 1 (8)

となる．(8)の左辺は ki = k から投資を追加的に増加させたときの限界収入，右辺はその限

界費用を表している．対称的な投資量 kが−y∗ (a, k, n) c0 (k) = 1を満たしているとき，生産

費用は最小化される．しかし，(8)より，任意の n ≥ 1において−y∗ (a, k, n) c0 (k) < 1が成

り立つ．これは，生産段階における戦略的な相互作用のため，費用最小化の観点から過大投

資による非効率が生じていることを意味する．対称的な均衡投資量を k∗ = k∗ (a, n)で表す

と，k∗ (a, n)は (8)を満たす．

対称性を仮定したときの投資の 2階条件は

c00 (k)
c0 (k)3

< −2
µ
n+ 1

n+ 2

¶2

(9)

となる．したがって，対称的な投資量が 2階条件を満たすために，次のような仮定をおく．

仮定 2 任意の k ≥ 0において，c00 (k) /c0 (k)3 < −2 (n+ 1)2 / (n+ 2)2 が成り立つ．

対称均衡の存在を保証する条件は

−2 (n+ 1)
n+ 2

y∗ (a, 0, n) c0 (0) > 1

−2 (n+ 1)
n+ 2

lim
k→+∞

y∗ (a, k, n) c0 (k) < 1

となる．仮定 1の下では，これらの条件は満たされる．対称性を仮定した場合の均衡への調

整プロセスを

k = α [Φ∗ (a, k, n)− Φ∗ (a, k∗, n)]

と仮定しよう．ただし，αは任意の正値である．このとき，均衡解の安定条件は

Φ∗k =
∂Φ∗ (a, k∗, n)

∂k
=
£
c0 (k∗)

¤2½4 (n+ 1)
(n+ 2)2

+
c00 (k∗)
c0 (k∗)3

¾
< 0

である．投資の 2階条件が満たされているとき，Φ∗k < 0も必ず成り立つ．

7
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対称均衡における既存企業と参入企業 i(i = 1, 2, · · · , n)の利潤は，それぞれ

Π∗ (a, k∗, n) = x∗ (a, k∗, n)2 (10)

E∗i (a, k
∗, n) = y∗ (a, k∗, n)2 (11)

と表せる．

3.3 均衡接続料金

任意の接続料金 aと参入企業数nにおいて，各参入企業が対称的な均衡投資量 k∗ = k∗ (a, n)

を選択したときに実現する経済厚生は

W ∗ (a, k∗, n) =
Z Q∗

0
P (v) dv − θQ∗ − cmx

∗ − n [c (k∗) y∗ + k∗] (12)

と表せる．ただし，k∗ = k∗ (a, n)，Q∗ = Q∗ (a, k∗ (a, n) , n)，x∗ = x∗ (a, k∗ (a, n) , n)，y∗ =

y∗ (a, k∗ (a, n) , n)である．第 1段階では，規制当局が対称的な均衡投資量 k∗ (a, n)および

k∗ (a, n)を所与としたときの各企業の均衡生産量 x∗ (a, k∗ (a, n) , n)と y∗ (a, k∗ (a, n) , n)を

予測して，経済厚生を最大にするように接続料金 aを選択する．対称均衡における最適接続

料金を a∗ = a∗ (n)で表そう．a∗ (n)は

dW ∗ (a, k∗, n)
da

=W ∗
k

dk∗

da
+W ∗

a = 0 (13)

を満たす．ただし，

W ∗
k =

∂W ∗

∂k
= − n

2 (n+ 1)

µ
x∗

y∗
+ n− 2

¶
+

n

2 (n+ 1) y∗
(a− θ) (14)

W ∗
a =

∂W ∗

∂a
= − y∗

n+ 2

µ
x∗

y∗
+ n

¶
− n+ 1

n+ 2
(a− θ) (15)

である．最適接続料金 a∗ (n)の一意性を保証するために，次のような仮定をおく．仮定 3の

下では，a∗ (n)の 2階条件は満たされる．

仮定 3 任意の nにおいて，d2W ∗ (a, k∗, n) /da2 < 0が成り立つ5．

5W ∗
kk < 0 かつ W ∗

kkW
∗
aa − (W ∗

ka)
2 > 0 ならば，d2W ∗/da2 < 0 が成り立つ．ただし，W ∗

kk = ∂2W ∗/∂k2，
W ∗

aa = ∂2W ∗/∂a2，W ∗
ka = ∂2W ∗/∂k∂a である．W ∗

aa < 0 は任意の n ≥ 1 において成り立つのに対して，

W ∗
kk < 0 は c00 (k) > − (n+2)2

2(n+1)
A−cm−a

(a−θ)[A+cm−2c(k∗)−a]2 c
0 (k) が満たされるならば成り立つ．したがって，W ∗

kk < 0

かつ W ∗
kkW

∗
aa − (W ∗

ka)
2 > 0 が成り立つほど c (k) が十分に凸ならば d2W ∗/da2 < 0 となる．

8
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4 分析

本節では，接続料金が経済厚生に与える影響を分析する．接続料金の引き下げは，企業の

投資量や生産量の変更を介して経済厚生に影響を及ぼす．このため，まず接続料金と対称的

な均衡投資量の関係を明らかにする．対称均衡における参入企業の投資量を接続料金で微分

すると
dk∗ (a, n)

da
= −Φ

∗
a

Φ∗k
= −2 (n+ 1) c

0 (k∗)
(n+ 2)2Φ∗k

< 0 (16)

となる．ただし，Φ∗a = ∂Φ∗ (a, k∗, n) /∂a，Φ∗k = ∂Φ∗ (a, k∗, n) /∂k < 0である．(16)は，接

続料金を下げると参入企業の投資量は増加することを示している．

4.1 接続料金の厚生効果

接続料金規制によって自然独占部門に損失が生じた場合，規制当局はその損失を一括補助

金で補填できるならば，限界費用価格規制は経済厚生を最大化させる接続料金規制の一候補

となる．本分析では，まず限界費用価格規制下での接続料金の厚生効果を調べることから始

めよう．(13)を a = θで評価すると

dW ∗ (a, k∗, n)
da

|a=θ =
H

(n+ 2)2Φ∗k
(17)

となる．ただし，

H ≡ (n+ 2)
2 c0 (k∗)

2 (n+ 1)

∙½
2 (n+ 1)

n+ 2
+ ε (k∗)

¾
x∗

y∗
+ n

½
2n (n+ 1)

(n+ 2)2
+ ε (k∗)

¾¸
(18)

ε (k∗) ≡ c00 (k∗)
c0 (k∗)3

である．仮定 2よりΦ∗k < 0となるため，H > (=, <) 0の場合に限り，dW ∗/da|a=θ < (=, >)

0となる．よって，接続料金規制によって生じた自然独占部門の損失を一括補助金で補填で

きるならば，仮定 3の下では，a∗ (n) < (=, >) θとなる．(18)の右辺の角括弧内の第 1項の

符号は，ε (k∗) ≤ −2 (n+ 1) / (n+ 2)ならば非正である．一方，第 2項の符号は，仮定 2の

下では常に負となる．このことから，ε (k∗) ≤ −2 (n+ 1) / (n+ 2)ならば，H > 0となるた

め，a∗ (n) < θとなる．

次に，ε (k∗) > −2 (n+ 1) / (n+ 2)の場合を考えよう．このとき，H の符号は常に正とは

9
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限らない．(18)の右辺を変形すると，

H =
(n+ 2)2 c0 (k∗)
2 (n+ 1)

½
2 (n+ 1)

n+ 2
+ ε (k∗)

¾µ
x∗

y∗
− n

Ω (k∗, n)

¶
(19)

と書き直せる．ただし，

Ω (k∗, n) ≡ −4
2n+ (n+2)2

n+1 ε (k∗)
− 1 (20)

である．仮定 2より，

2n+
(n+ 2)2

n+ 1
ε (k∗) < −2

となるため，Ω (k∗, n) < 1が成り立つ．Ω (k∗, n) > 0となるための必要十分条件は，(20)より

ε (k∗) > −2
µ
n+ 1

n+ 2

¶

となる．このことから，ε (k∗) > −2 (n+ 1) / (n+ 2)ならば，x∗/y∗ − n/Ω (k∗, n) < 0が成

立する場合に限りH > 0となる．これまでの分析から，最適接続料金に関して，次のような

命題が得られる．

命題 1 規制当局は接続料金規制によって生じた自然独占部門の損失を一括補助金によって

補填できるとき，(i) ε (k∗) ≤ −2 (n+ 1) / (n+ 2)ならば，a∗ (n) < θ となる，(ii) ε (k∗) >

−2 (n+ 1) / (n+ 2)ならば，x∗/y∗−n/Ω (k∗, n) > (=, <) 0が成り立つ場合に限り，a∗ (n) >

(=, <) θとなる．

命題 1は，自然独占部門への一括補助金の付与が可能ならば，最適接続料金は不可欠設備

の利用に伴う限界費用よりも高い場合も低い場合もありうることを示している．この理由の

直感を説明しよう．

規制当局が a = θにおける均衡で接続料金を限界的に引き下げると，経済厚生に対して次

の 2つの効果をもたらす．第 1の効果は，総生産量拡大効果である．接続料金の引き下げは，

既存企業と参入企業の生産費用をともに低下させるため，各企業の生産量を増加させる．こ

の結果，不完全競争による過少生産の非効率が緩和される．この効果は，

W ∗
a |a=θ = − Q∗

n+ 2
< 0

に表れている．特に，W ∗
a |a=θ が総生産量Q∗のみに依存している点に注意すべきである．つ

まり，接続料金引き下げの総生産量拡大効果は，既存企業と参入企業の生産量が総生産量に

10
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占める割合に関係なく，経済厚生を改善する効果である．Armstrong et al. (1994) とVickers

(1995)は，競争部門の戦略的な投資行動を考慮に入れて分析していないため，総生産量拡大

効果しか考えていない．このため，彼らの研究では，接続料金が競争部門の企業数に影響を

及ぼさない場合，最適な接続料金は限界費用よりも低くなることが示された．

接続料金引き下げの第 2の効果は，投資拡大による生産配分効果である．a = θ における

均衡での投資の追加的な増加が経済厚生に与える影響は，

W ∗
k |a=θ = − n

2 (n+ 1)

µ
x∗

y∗
+ n− 2

¶

に表れている．W ∗
k |a=θ の符号は，x∗/y∗と n− 2の値に依存している．x∗/y∗の上昇も nの

増加もW ∗
k |a=θ の絶対値を大きくするため，投資拡大によって経済厚生が減少しやすくなる．

これは次のように解釈できる．

x∗/y∗ の値に依存した部分は，既存企業と参入企業の間の生産配分がもたらす非効率を表

している．本分析モデルでは，任意の ki ≥ 0において c (ki) > cm が成り立つため，他の状

態を所与とすれば参入企業よりも既存企業に多く生産させることが社会的に望ましい．しか

し，投資の増大は参入企業の生産費用を低下させるため，既存企業から参入企業への生産配

分のシフトをもたらす．x∗/y∗ の値が高いほど，既存企業と参入企業の費用格差が大きいこ

とを意味するので，投資増大による生産配分のシフトは経済厚生を減少させる．

一方，n− 2の値に依存した部分は，参入企業の戦略的誘因によって生じる過剰投資がもた

らす非効率を表している．まず投資の増大は総生産量を増大させるため，接続料金引き下げ

の総生産量拡大効果と同様，過少生産による非効率を緩和する効果を持っている．これは，

∂Q∗

∂k
= − n

n+ 2
c0 (k) > 0

に表れている．その一方で，参入企業は自社の生産拡大を図るために戦略的に費用削減投資を

行うため，(8)より，生産費用最小化の観点からみれば投資は過大となる．したがって，a = θ

における均衡での投資の追加的な増加が経済厚生を改善するかどうかは，過少生産と過大投

資の程度に依存する．n− 2に依存していることから，投資増大は，n = 1ならば経済厚生を

増加させるが，n > 2ならば減少させることを意味する．

任意の ki ≥ 0において c (ki) > cm の仮定より，つねに x∗/y∗ > 1が成り立つことから，

a = θにおける限界的な接続料金の引き下げは，生産配分効果によって経済厚生を減少させる．

総生産量拡大効果と生産配分効果を総合した結果，a = θにおける均衡で接続料金を限界的

に引き下げると経済厚生が減少（増加）するならば，仮定 3より，最適接続料金は a∗ (n) > (<)

11
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θ となる．命題 1は，接続料金の引き下げが経済厚生を増加させるかどうかは投資の費用削

減効果の大きさと既存企業と参入企業の生産比率に依存することを示している．仮定 1より，

ε (k) = c00 (k) /c0 (k)3 の絶対値が大きいほど，投資の費用削減効果が小さいことを意味する．

もし ε (k∗) ≤ −2 (n+ 1) / (n+ 2)が成り立つほど投資の費用削減効果が小さければ，投資拡

大による既存企業から参入企業への生産配分のシフトは小さいので，総生産量拡大効果が生

産配分効果を支配する．このとき，最適接続料金は参入企業数を問わず a∗ (n) < θとなる．し

かし，ε (k∗) > −2 (n+ 1) / (n+ 2)のとき，x∗/y∗ < n/Ωが成り立つほど既存企業の参入企

業に対する生産比率が低ければ，最適接続料金は a∗ (n) < θとなるが，逆に x∗/y∗ > n/Ωが

成り立つほど既存企業の参入企業に対する生産比率が高ければ，最適接続料金は a∗ (n) > θ

となる．

4.2 企業数と生産比率の関係

命題 1より，ε (k∗) > −2 (n+ 1) / (n+ 2)が成り立つほど投資の費用削減効果が大きいとき，

接続料金の設定に既存企業と参入企業の生産比率が重要な役割を果たすことが分かった．既存

企業と参入企業の生産比率は，投資の費用削減効果の大きさだけでなく，参入企業数にも依存す

る．このため，既存企業と参入企業の生産比率と参入企業数の関係を調べれば，最適接続料金と

参入企業数の関係を明らかにすることができるだろう．もし ε (k∗) > −2 (n+ 1) / (n+ 2)の場

合に d (x∗/y∗|a=θ) /dn > 0および d (n/Ω (k∗, n) |a=θ) /dn < 0が成り立つならば，n > (=, <)

n ならば最適接続料金は a∗ (n) > (=, <) θとなるような参入企業数の閾値 nが存在すること

が言える．

まず，a = θのときの均衡における既存企業の参入企業に対する生産比率 x∗/y∗|a=θ と参入

企業数 nの関係を調べよう．

x∗

y∗
|a=θ =

A− cm − θ + n [c (k∗)− cm]

A+ cm − 2c (k∗)− θ

を nで微分すると

d

dn

µ
x∗

y∗
|a=θ

¶
=

∂

∂n

µ
x∗

y∗
|a=θ

¶
+

∂

∂k

µ
x∗

y∗
|a=θ

¶
dk∗

dn

となる．x∗/y∗|a=θ を nで偏微分すると

∂

∂n

µ
x∗

y∗
|a=θ

¶
=

c (k∗)− cm
A+ cm − 2c (k∗)− θ

> 0 (21)
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となり，x∗/y∗|a=θ を kで偏微分すると

∂

∂k

µ
x∗

y∗
|a=θ

¶
=
(n+ 2) (A− cm − θ) c0 (k∗)
[A+ cm − 2c (k∗)− θ]2

< 0 (22)

となる．最適投資量の 1階条件である (8)の左辺を nで偏微分すると

Φ∗n =
∂Φ∗ (a, k∗, n)

∂n
=
2ny∗c0 (k∗)
(n+ 2)2

< 0

となるので，Φ∗k < 0を用いると

dk∗

dn
= −Φ

∗
n

Φ∗k
= − 2ny

∗c0 (k∗)
(n+ 2)2Φ∗k

< 0 (23)

が得られる．したがって，(21)-(23)より，d (x∗/y∗|a=θ) /dn > 0が成り立つ．

次に，n/Ω (k∗, n) |a=θ と nの関係を調べよう．n/Ω (k∗, n) |a=θ を nで微分すると

d

dn

µ
n

Ω (k∗, n)
|a=θ

¶
=

∂

∂n

µ
n

Ω (k∗, n)
|a=θ

¶
+

∂

∂k

µ
n

Ω (k∗, n)
|a=θ

¶
dk∗

dn

となる．n/Ω (k∗, n) |a=θ を nで偏微分すると

∂

∂n

µ
n

Ω (k∗, n)
|a=θ

¶
=
Ω (k∗, n)− nΩn (k

∗, n)
Ω (k∗, n)2

(24)

となる．ただし，

Ωn (k
∗, n) =

∂Ω

∂n
= −

2 + n(n+2)

(n+1)2
ε (k∗)

2n+ (n+2)2

n+1 ε (k∗)
{Ω (k∗, n) + 1}

なので，(24)の右辺は分子は

Ω (k∗, n)− nΩn (k
∗, n) =

∙
4n+

(n+2)(2n2+3n+2)
(n+1)2

ε (k∗)
¸
Ω+ 2n+ n2(n+2)

(n+1)2
ε (k∗)

2n+ (n+2)2

n+1 ε (k∗)
(25)

と書き直せる．ここで，λ ≡ 2n+ (n+2)2

n+1 ε (k∗) < 0とおくと，(25)の右辺の分子は

− 1
λ

⎡
⎣(n+ 2)

4

(n+ 1)2

(
ε (k∗) +

2
¡
n3 + 5n2 + 5n+ 2

¢

(n+ 2)3

)2

+
4
¡
2n4 + 10n3 + 7n2 − 4n− 4¢

(n+ 1)2 (n+ 2)2

⎤
⎦

(26)
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と書き直せる．(26) の角括弧の中の第 2 項の符号は，任意の n ≥ 1 において正なので，

Ω (k∗, n)−nΩn (k
∗, n) < 0となる．したがって，任意のn ≥ 1において，∂ (n/Ω (k∗, n) |a=θ) /∂n

< 0が成り立つ．

次に，n/Ω (k∗, n) |a=θ を kで偏微分すると

∂

∂k

µ
n

Ω (k∗, n)
|a=θ

¶
=
−nΩk (k

∗, n)
Ω (k∗, n)2

となる．ただし，

Ωk (k
∗, n) =

∂Ω

∂k
=
4 (n+ 2)2

h
c0 (k∗) c000 (k∗)− 3c00 (k∗)2

i

(n+ 1) c0 (k∗)4 λ2

である．したがって，c0 (k∗) c000 (k∗)−3c00 (k∗)2 < 0が満たされるならば，∂ (n/Ω (k∗, n) |a=θ) /∂k

> 0および ∂ (n/Ω (k∗, n) |a=θ) /∂n < 0となるため，d (n/Ω (k∗, n) |a=θ) /dn < 0が成り立つ．

最後に，n = 1における x∗/y∗ − n/Ω (k∗, n) |a=θ の符号を調べよう．もし x∗/y∗|a=θ が

n の増加関数および n/Ω (k∗, n) |a=θ が n の減少関数であり，かつ n = 1において x∗/y∗ −
n/Ω (k∗, n) |a=θ > 0が成り立つならば，任意の n ≥ 1における最適接続料金は a∗ (n) > θと

なる．n = 1において x∗/y∗ − n/Ω (k∗, n) |a=θ > 0となる条件は，

−4
3
Ψ (θ, k∗) < ε (k∗) < −8

9
(27)

である．ただし，

Ψ (θ, k∗) ≡ 4A− 5cm + c (k∗)− 4θ
3 {2A− cm − c (k∗)− 2θ}

であり，y∗ (a, k, n) > 0 の仮定の下では Ψ (θ, k∗) > 0 となる．(27) を満たす ε (k∗) は，

− (4/3)Ψ (θ, k∗) > −4/3 より，本分析対象である ε (k∗) > −2 (n+ 1) / (n+ 2)の範囲内

にあり，かつ最適投資量の 2階条件 ε (k∗) < −2 (n+ 1)2 / (n+ 2)2 を満たしている．

上記の分析結果をまとめると，最適接続料金と参入企業数の関係について，次のような命

題が得られる．

命題 2 ε (k∗) > −2 (n+ 1) / (n+ 2)が成り立つとき，c0 (k∗) c000 (k∗)− 3c00 (k∗)2 < 0ならば，

n > (=, <) nにおいて a∗ > (=, <) θとなるような参入企業数の閾値 n ≥ 1が存在する．

参入企業の増加は各参入企業の生産量を減少させるため，参入企業の戦略的な投資インセン

ティブを弱め，均衡投資量を減少させる．その結果，既存企業に比べて参入企業の費用条件が悪

化するため，相対的に既存企業の生産量が増加する．したがって，参入企業が増加するにつれて，
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既存企業の参入企業に対する生産比率 x∗/y∗は上昇する．一方，c0 (k∗) c000 (k∗)−3c00 (k∗)2 < 0
が満たされるならば，参入企業が増えるにつれて n/Ω (k∗, n)は低下する．n/Ω (k∗, n)が nの

減少関数となるための条件 c0 (k∗) c000 (k∗)− 3c00 (k∗)2 < 0は，費用関数 c (k)の 3階の微分係

数 c000 (k∗)の絶対値が十分に小さければ成立しやすい．このような条件の下では，n > (=, <)

nにおいて a∗ > (=, <) θとなるような参入企業数の閾値 nが存在する．

ただし，参入企業数の閾値 nは必ずしも n > 1になるとは限らないことに注意しなければ

ならない．ε (k∗)が (27)の範囲内にあるとき，n = 1のときに x∗/y∗ − n/Ω|a=θ > 0が成り

立つ．このとき，参入企業数の閾値は n = 1となる．これは，既存企業の参入企業に対する

生産比率 x∗/y∗が，参入企業数だけでなく投資の費用削減効果の大きさにも依存するためで

ある．参入企業が少ないほど，参入企業の投資インセンティブは強い．このため，(27)を満

たすほど投資の費用削減効果が大きければ，参入企業が 1社であっても，接続料金を a = θ

から限界的に引き下げると，既存企業から参入企業への生産配分のシフトは大きい．この接

続料金の引き下げは総生産量を拡大させるが，生産効率の高い既存企業の参入企業に対する

生産比率を低下させるため，結果として経済厚生を減少させる．このような場合の最適接続

料金は a∗ > θとなる．

5 結論

本論文では，自然独占部門と競争部門が垂直分離された産業における接続料金規制の厚生

効果を分析した．競争部門の企業が不可欠設備を利用するときに支払う接続料金の引き下げ

は，市場が不完全競争ならば財の総供給量を拡大させるため，過少生産による非効率を改善

する．その一方で，接続料金の引き下げが，非効率な企業の費用削減投資へのインセンティ

ブを強めるならば，投資拡大によって生産効率の高い企業から低い企業への生産配分のシフ

トが起こる．もし非効率な企業が投資を行っても効率的な企業との費用格差を解消するまで

には至らなければ，効率的な企業から非効率な企業への生産配分のシフトは経済厚生を減少

させる．このような接続料金引き下げの経済厚生上のトレード・オフを考慮すると，どのよ

うな接続料金の下で経済厚生は最大となるのだろうか．本論文では，この問題に対して理論

的に分析を行い，次のような結果を得た．規制当局は接続料金規制によって生じた自然独占

部門の損失を一括補助金で補填できるならば，投資の費用削減効果が小さいときは，不可欠

設備の利用に伴う限界費用よりも低い接続料金の下で経済厚生は最大となることが明らかに

なった．一方，投資の費用削減効果が大きいときは，競争部門に非効率な企業が多いほど，不

可欠設備の利用に伴う限界費用よりも高い接続料金の下で経済厚生は最大となる傾向にある
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ことが明らかになった．

本分析で用いたモデルは実際の公益事業の産業構造や規制方法の多くの特徴を抽象化して

いるが，分析結果は次のような政策的含意を持つ．競争部門の参入企業の生産効率が既存企

業よりも低い場合，競争促進により価格の低下やサービスの拡充を実現するためには，総生

産量の拡大だけでなく，参入企業の費用削減や生産設備の性能を向上させる技術開発支援な

どといった既存企業との費用格差を縮小あるいは解消させる政策も有効であろう．本分析に

より，不可欠設備を利用するときに支払う接続料金の引き下げは，総生産量を拡大し費用削

減投資を促進させる効果があることが分かった．しかし，もし参入企業の投資拡大によって

既存企業との費用格差の縮小があまり期待できないならば，参入企業を増やすことに重きを

置いた接続料金の設定が有益であろう．このような場合，本分析結果より，規制当局は自然

独占部門に一括補助金を付与可能ならば，経済厚生の観点から望ましい接続料金は不可欠設

備の利用に伴う限界費用よりも低くなることが示唆される．一方，投資拡大によって既存企

業との費用格差は縮小するものの完全には解消できなければ，既存企業の参入企業に対する

生産比率が大幅に低下しないように接続料金を設定することが肝要であろう．接続料金を引

き下げたとき，費用削減投資拡大による既存企業から参入企業への生産配分のシフトが大き

いと，総生産量が拡大しても経済厚生が減少する可能性があるからである．このような場合，

本分析結果より，経済厚生の観点から望ましい接続料金は不可欠設備の利用に伴う限界費用

よりも高くなることが示唆される．

接続料金の引き下げの長期の影響を調べるために，競争部門の参入と退出が自由な場合の

分析も必要となる．また，実際には規制当局が自然独占部門に一括補助金を付与できない場

合も考えられるため，一括補助金の付与が不可能な場合の分析も必要であろう．これらの問

題は，今後検討すべき研究課題である．
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